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発注環境の変化に対応し、
国内道路分野での好業績を継続する

　インフラメンテナンスを取り巻く事業環境は、国土強
靱化計画と高速道路リニューアルプロジェクトの恩恵を
受け、大枠として良好な状況が続いています。 国土強
靱 化 に つ い て は、2025年6月 に「第1次 国 土 強 靱 化
実施中期計画」が5年・20兆円超の規模で閣議決定さ
れており、2026年度以降の道筋が明らかとなりまし
た。「国や地方自治体の管理する橋梁の修繕措置完了
率55%→80%」「緊 急 輸 送 道 路 上 の 橋 梁 の 耐 震 化 率
82%→88%」のように、当社グループと密接に関わる領
域でも具体的な数値目標が掲げられているため、豊富な
工事発注が期待できます。一方、高速道路リニューアルプ
ロジェクトについては、2030年までに総額5.6兆円の規
模で進行しており、当社グループの事業の大きな柱となっ
ていますが、発注者側の予算逼迫により、2024年から発
注量が減少しています。インフレで労務費や資材費が上
昇しているだけでなく、着工後に想定外の劣化が判明して
追加の措置が必要となり、結果的に1件当たりの費用が増
大して予算を圧迫している状況です。とはいえ、補修すべ
き橋梁の数が自然と減っていくということはありませんか
ら、発注者側では追加予算の手当を検討したり、発注金額
を調整したりしながら、プロジェクトを進めていくことにな
ると想定しています。
　また、現在進行中のリニューアルプロジェクトは2030
年に終了することになっていますが、2030年以降もメン
テナンスの事業は続くと思います。 現時点で修繕や更新
が計画されている橋梁は、あくまで今わかっている範囲で
あって、今は健全とされている箇所でも、時間の経過とと

もに傷んできます。 現在計画している分をこなせば終わ
りになるわけではないのです。2115年までは高速道路
の有料期間を延ばすことになっていますので、その中から
資金を捻出して、老朽化対策や災害対策を進めることにな
るでしょう。ただし、大規模な高速道路工事のプロジェク
トが続くと言っても、常に我々の得意な工事ばかりが発注
されるとは限りません。不得意な工事に偏ったり、発注量
自体が減ったりする可能性も十分考えられます。こうした
変化にも機動的に対応できるよう、高速道路だけに頼ら
ず収益を上げられる準備をここ数年進めてきています。
　2025年6月期は、11期連続の増収増益を達成でき
たものの、受注が計画未達となり、悔しさの残る着地とな
りました。 増収増益については、過去数年間で積み上げ

た受注残高の豊富な状態で期をスタートすることができ、
期初から年間を通して高水準の売上高を継続できたこ
とが一番大きかったと思います。 中期経営計画2021、
2024の6年間で年間稼働の平準化を実現し、社員数を
着実に増やしてきた分だけ売上高も成長しています。ま
た、タイの収益が黒字化したことは誇れる成果です。コロ
ナ禍を乗り越え、4期目で黒字化できたことで、他の国に
進出するにあたっても指針となる成功事例が掴めたと思
います。さらに、周辺領域において、化工建設グループを
中心に鉄道案件をはじめとする受注が伸びていることに
も手応えを感じています。一方、受注が未達となった主な
要因は、高速道路会社の発注状況の変化です。全体の発
注金額が減少しているだけでなく、発注量に地域的な偏り

も発生しています。技術者の流動的な配置等である程度
は対応したものの、もう一歩届きませんでした。
　この受注に対する課題を踏まえ、国内道路分野の受注戦
略をもう一段高度化するため、2025年10月に東西カン
パニー制を見直しました。カンパニー制の導入によって管
内の支社同士の交流が活発化したことは良い効果であっ
たものの、全国規模で工事発注が偏在している状況でパ
フォーマンスを高めていくためには、更なる構造的な転換
が必要だと判断しました。 良いタイミングで、カンパニー
最適から全社最適へとステップアップできたと思います。
　高速道路の案件が減ったら当社グループの業績全体が
しぼんでしまうと思われるかもしれませんが、決してそう
ではありません。公表される高速道路工事の発注予定リ
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※主に技術系公務員を対象とした、技術知識向上と会員同士の交流を図る公務員のための支援団体。
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ストを見ながら、発注予定量がたくさんあれば「高速道路
中心」に、少なければ「足りない分を国・自治体や民間の
案件で補おう」というように、支社・支店が中心となって
柔軟にやりくりできるのがショーボンドの強みです。メン
テナンス工事全体の需要は十分にありますから、地域や発
注者ごとに多少のばらつきがあっても十分対処できる形
になっています。
　首都高速道路（株）と共同開発した新製品「LSF」の販
売も、2026年6月期のポイントです。これは交通量が
多く消耗が激しい首都高速道路において、傷んだコンク
リート床版の上面を断面修復するために開発された製品
です。従来、高速道路リニューアルプロジェクトでは大規
模な床版取替工事が発注されていましたが、費用が高額
なため、現在は発注量が減少しています。この製品を活
用すれば、取替をせずとも床版の補修ができるため、費
用を抑えつつ対応したいという発注者のニーズに応える
ことができます。交通規制が少なく済むのも利点です。
2025年6月期に試験施工が完了し、お客様からも高い
評価を得ているため、今後の本格展開に期待しています。

首都高を端緒に、全国に広めたいと思っています。

「困りごと」を起点に未来のビジネスを育てる

　中期経営計画2027で掲げる「メンテナンス市場にお
ける周辺領域の強化と新領域の開拓」「国・自治体の新
たな取り組みへの参画」「海外事業のビジネスモデル再構
築」について、長期的な成長を見据えた取り組みを進めて
います。

〈周辺領域の強化と新領域の開拓〉
　国内周辺領域については、鉄道固有の事情に適した製
品の開発、民間建築物の補修、港湾施設補修への本格参
入に着目しています。 最も期待する分野は、あえて言え
ば、民間工場・プラント・病院・商業施設などの補修です。
供用開始から40年以上経過する物件も多く、間違いなく
傷んではいるのですが、供用を止められないため、公共施
設と比べて補修を進めにくいという課題があります。そ
こで、建物の使用を妨げずに施工できる、ショーボンドの
補修・補強やリノベーションのニーズはかなり大きいと考
えています。民間の事業者が建築物の補修を検討する際、
通常はその建物を新築した建設会社に相談しますが、補修
の専門家ではないために効果的な補修提案が得られない
こともしばしばあります。そういう困っている事業者のと
ころに入っていって、「元の会社に頼まなくてもショーボン
ドに頼めば安心だね」と思ってもらえるようになりたいで
す。こうした大きな困りごとを抱えた分野は、ビジネスと
してのポテンシャルも高いと考えています。すぐには利益
に結びつかなくとも、悩んでいる相手と二人三脚で取り組
むことで、共同開発する製品や工法が出てきやすくなり、
やがてそれがメジャーな工法になったときには展開を加
速して、生産性の高い形で利益を上げることができる。そ
うした先行者利益を狙って、営業活動を進めています。
　周辺領域の開拓に自社で取り組む中で、そのニーズの
多様さや分野固有の制約などが見えてきて、ビジネスの
展望が少しずつ輪郭をあらわしてきました。 自社の社員

だけでは到底まかないきれないほど、社会全体で構造物
が傷んできていますから、この周辺領域や新領域では、業
務提携やパートナー制度のような形で当社グループの技
術やノウハウを信頼できる会社に提供し、それぞれ強みを
持つ分野で展開していただくことを主軸に考えています。
実際、下水道をはじめとするさまざまな分野のプレーヤー
から技術的な相談を受けることも増え、ショーボンドの製
品や工法への注目が高まっているのを感じます。そうし
たご縁を大切にしながら、事業を育てていくつもりです。
　こうしたビジネスをもう一歩先へ進めるには、知名度の
向上も課題だと思います。我々はこれまで道路分野の公
共工事を中心にやってきて、その中ではある程度知られた
企業だと思っていますが、いざ他の分野に出てみると全
然知られていないのです。それを時に泥臭い営業努力で、
いかにして広げていくか。 営業職を中心とした社員たち
が新しい分野にも果敢に、ひたむきに取り組んで、ショー
ボンドの可能性を拓いてくれることを期待しています。

〈国・自治体の新たな取り組みへの参画〉
　国・自治体についても、鍵となるのは他社との提携と製
品開発です。全国にある無数のインフラ構造物をメンテナ
ンスするにあたり、我々が直接工事を担うケースは実は一
握りです。 公共インフラの維持管理に奮闘する発注者の
課題解決に、工事受注以外の形でも貢献したいという思
いで、AI診断士®の貸与を行っています。ショーボンドの
コンクリート劣化診断ノウハウを詰め込んだこのソフトウェ
アで点検や調査を効率化できれば、技術系職員が少ない
地方自治体の助けになります。さらに、「処置が必要」と
診断された構造物に対しては、軽度の手当で済むようなも
のは自治体職員自身で対処できるよう、コストを抑えて施
工方法を簡略化したDIY製品を開発しています。2025
年6月期には一般社団法人 行政エンジニア支援機構（通
称：そらゑ）※を通じて公務員の方々に対する研修会を開
催し、自社製品の施工方法のレクチャーやDIY製品の試用
等を行って、非常に有意義な交流の場になったと感じて
います。 製品を手に取りやすくするための販売・流通網
の整備など、課題はまだまだありますが、診断から簡易補

修までを低コストで効率的に行えるこうしたスキームが広
がることで、国内の隅々までインフラメンテナンスが行き
わたるとともに、当社グループにとっても大きな製品販売
チャネルの一つになると確信しています。

〈海外事業〉
　当社グループの海外事業は、ターゲットを絞って進出
し、ある程度収支が見えてからまた次の国へ進んでいく
ことを基本として始動しました。 昔から拠点があった香
港のほか、タイ、アメリカと進出し、各地域で採算が取れる
ようになってきたので、一つのポイントを超えたのかなと
思っています。
　タイは合弁会社設立から4期目で、黒字転換することが
できました。うまくいった一番の要因は、現地スタッフや
ショーボンドの駐在員、日本からのバックアップも含めた
人の頑張りと、タイ国内のメンテナンスに対する慣習の変
化だと思います。進出した当初は、インフラを補修・補強
して長く使うという考え方自体が存在せず、製品や施工の
クオリティに関しても、言葉を選ばず言えば「安かろう悪
かろう」の状態が普通でした。そういう環境でも地道に、
1件1件の仕事に対して誠心誠意取り組んできたことで、
リピーターのお客様も増えて、徐々に補修の理念や我々の
サービスの品質を評価していただけるようになってきた
と思います。
　アメリカも、自国内の政治動向に影響を受けることはあ
るものの、Structural Technologies社の業績はあ
る程度安定しており、今後もグループ全体の利益に貢献す
ると見込んでいます。公共土木工事で海外展開を進める
道のりは決して平坦ではありませんが、今後も「ここ」と決
めたターゲットに腰を据えて、着実に育てていきたいです。

業界をリードする研究開発で
更なるイノベーションを生み出す

　研究開発の更なる発展にも注力していきたいと考えて
います。ショーボンドの補修工学研究所は、最新鋭の設
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経営環境の変化を鋭敏に察知し（先見性）、自社の進む
べき方向を見極めたうえでグローバルな視点から中長
期の成長戦略を構想し（構想力）、企業価値向上に向け
て組織全体を鼓舞しながら「あるべき姿」へと進んでい
く（決断力）。
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備を揃え、優れた製品・工法の開発・改良を通じて当社グ
ループの成長を支えてきました。これから新たな領域に
枝を広げ、更なる成長を遂げるためには、この研究所を一
層ブラッシュアップすることも必要です。具体的には、研
究開発費の増額と研究員の体制強化を進めたいと考えて
います。まず研究開発費については、具体的な金額や割
合はまだお示しできないものの、現在の水準から大きく増
やすつもりです。売上高や営業利益に対する割合で見たと
きに、現在の水準では不十分だと思います。 業績が安定
して伸びている今だからこそ、将来への投資を惜しみなく
行うべきです。また、研究員についても、人数自体も増や
していきたいですし、工事職や技術職とのジョブローテー
ションも活発化したいと考えています。現在、ある程度の
人材交流はあるものの、研究者が現場を経験し、それを研
究に還元するという動きはできていないと感じています。
自社内に無数の施工現場があり、社員が日々構造物と格
闘する環境だからこそ、スピード感を持って現場のニーズ
に沿った開発ができると思うので、この利点を最大限に活
かすような人材マネジメントを進めていきたいです。
　自社の成長ドライバーであることはもちろんのこと、私
は補修工学研究所に対して、オープンイノベーションの拠
点であってほしいという願いも持っています。 当研究所
は、設立以来「経験技術から補修工学へ」という理念を掲
げてきました。これは、当時業界の規模も小さく、個々の
プレーヤーがバラバラで、各々の経験だけを頼りに仕事を
していた補修の世界で、皆の力を結集して一つの学術的
分野を確立したいという志を反映したスローガンです。
その理念のもと、共同研究・開発も積極的に行い、業界の
先頭に立って技術的な基準の統一などに取り組んできた
ことで、インフラメンテナンスの今があると思っています。
今後も研究所を核として、社内外から貪欲に知識を吸収
し、積み重ねてきた歴史の上に更なるイノベーションを創
出することで、業界のトップランナーとして走り続けたい
です。例えばインフラメンテナンスの社会的な価値を工学
的にシミュレーションしてCO2排出量やライフサイクルコス
ト削減への貢献を定量化するとか、そういうマクロ的な方
向性の研究も面白いかもしれません。

人的資本の力を伸ばして成長を加速する

　当社グループの長期的な成長は、新たな市場の開拓と
不可分です。この成長戦略と連動した人材ポートフォリオ
を構築していくうえで、重要な観点は2つあります。一つ
は、多様な人材の確保。もう一つは、柔軟な視点やチャレ
ンジ精神を持った幹部候補者の育成です。
　人材の多様性を推進することで、さまざまなバックグラ
ウンドを持つ技術者が活躍してくれることに期待していま
す。これまでも、土木の新設工事経験者や地盤の専門家、
また発注側の経験者など、中途採用者がその知識や能力
を存分に活かしてくれることで、当社グループは成長して
きました。今後はより戦略的に、例えば鉄道や港湾といっ
た周辺領域との橋渡しになってくれる人材や、海外での土
木事業に精通した人材など、注力する事業分野のエキス
パートの獲得にも力を入れたいと考えています。 人手不
足の中で、決して容易なことではありませんが、ヘッドハン
ティングやリファラル採用等のチャネルも活用しながら推
進します。あわせて、そうした優秀な人材から選ばれる会
社であり続けるために、より働きがいのある会社を目指し
てたゆまぬ変革を続けることも必要だと思います。
　また、開拓精神に溢れた幹部候補者の育成も大きな課
題です。 近年は、数多く発注される公共工事の入札対応
に追われ、新規顧客へのアプローチまで手が回っていませ
んでした。仕事が豊富にあることは喜ばしい反面、受動的
な営業スタイルに最適化されかねないことは問題だと感
じていました。 経営者の素質として求められる能力は多
岐にわたりますが、ショーボンドの次世代のリーダーには、
中でも以下のような能力を意識してほしいと私は考えて
います。

この能力を鍛えるためには、既存の仕事をこなすのみでは
不十分で、常にアンテナを張って有望な市場にチャレンジ

することが必要です。時に失敗することもあるでしょう。
しかし挑戦を繰り返すことでしか、可能性の芽は生まれな
いのです。未来を担う社員たちには、そうした志を持って
ほしいと思います。意欲のある社員が思い切って挑戦で
きるよう、組織や体制の面でバックアップしていきたいと
考えています。

ステークホルダーとの対話を大切にしながら、
次の10年へ

　中期経営計画2027も2年目に入り、少し気は早いので
すが、次の計画に向けても動き出しています。これまでは
3年区切りの中期経営計画を基本としてきましたが、海外
事業も含めた周辺領域や新領域でのビジネスが徐々に形
になってきた中で、目先の業績だけでなく、10年程度の
長いスパンで経営を考え、それを外部にお示しする必要性
を感じています。これから10年かけて、当社グループの
事業ポートフォリオがどのように変わっていくのか。変え
ていくのか。ただ、あくまで中心にある大きな幹は、橋梁、

トンネルを中心とする日本国内での道路構造物メンテナン
スです。ここに関しては世の中のニーズも自社の強みも
十分にあるところですから、「インフラメンテナンスのトッ
プランナー」という立場に誇りを持って守り続けたいで
す。その土台があってこそ、道路以外の構造物や群マネな
どの新しい事業スキーム、海外などに枝を伸ばすことがで
きます。自社のリソースに限りがある中で、太い幹と豊か
な枝とを両立するために、信頼できる他社の力が重要な
のです。異なる分野のエキスパートたちと手を取り合い、
相乗効果を得ることで枝をどんどん育てていくことが、こ
れからのショーボンドには必要です。
　今回の統合報告書では「ステークホルダーとのコミュニ
ケーション」というページを新たに設けました。お客様や
株主・投資家をはじめとするステークホルダーの皆様に支
えられて事業が成り立っていることに、改めて心より感謝
申し上げます。当社グループはこれからも、ステークホル
ダーの皆様と対話を重ねながら、適切なリスク管理ととも
に更なる企業価値向上に向けて成長戦略に邁進してまい
ります。今後も温かいご支援を賜りますよう、お願い申し
上げます。

ショーボンドグループとは 経営戦略 事業戦略 成長を支える基盤 企業情報
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× 社会性

全社最適となる
リソース配分

戦略的な受注残高の形成

協力会社を含めた
施工能力の向上

道路分野以外の周辺領域

歴史的構造物の補修

収益力強化

持続的な利益成長

収
益
源
多
様
化

国内道路分野

現
状

新
領
域

ビ
ジ
ネ
ス

マーケット
国内道路分野以外

【事業戦略のイメージ】

事業性
関連会社による
特殊工事の内製化

他社との業務・資本提携

国・自治体の新たな
取り組みへの参画

海外メンテナンス市場
への参入

増収

18/6期15/6期

（億円）

24/6期21/6期 27/6期

521

597

801
854

1,000

18/6期 24/6期21/6期 27/6期

50

100

150

（億円）
200

0

25

（％）
100

75

50

0

中計予想
90%

配当額

総還元性向

自
社
株
買
い

18/6期 24/6期21/6期 27/6期

8.5

7.4

5.5
程度

89

78

政策保有株式
（億円）

政策保有株/純資産
（%）

18/6期15/6期 24/6期21/6期 27/6期

91

17.5

営業利益率
（%）

108

18.1
19.6

157

23.0

197

220

22.0
（億円）

●基本方針

●事業戦略 ●基盤強化

●売上高

●配当額、自社株買い、総還元性向

●営業利益

●政策保有株式

施策 2025年6月期 進捗状況

受注残を意識した全社最
適となる受注戦略

大型工事の受注に向けた特別チームを組成し、技
術提案力向上や落札確率の維持に努めました。
ただ、高速道路各社の発注減少もあり、受注残を
積み上げることはできませんでした。今期は全社
的かつ柔軟な人員配置をさらに推進し、受注計画
を達成します。

海外事業のビジネスモデ
ル再構築

海外事業部の体制を前倒しで増強し、インドやエ
ルサルバドルで試験施工を行うなど、工事材料販
売に特化したビジネスモデルから技術協力・施工
管理へと幅を広げて営業活動を強化しました。
また、タイでは施工能力が向上し、黒字化を達成
しました。

国・自治体の新たな取り
組みへの参画

国・自治体の職員へのDIY製品の販促を企図し、
カタログを拡充しました。また、「AI診断士®」を
地方自治体へ貸与し、運用テストを開始しました。
これらの活動を通して国・自治体のニーズを把握
し、新たな製品開発にも着手しました。

メンテナンス市場におけ
る周辺領域の強化と新領
域の開拓

鉄道、港湾などの周辺領域のメンテナンス需要に
対し、化工グループを中心に施主、元請会社、コ
ンサルなど各方面への営業活動を強化しました。
その結果、鉄道分野を中心に周辺領域における
売上高が拡大しました。

施策 2025年6月期 進捗状況

人的資本への更なる投資
（人材の確保と育成）

2025年6月期末の社員数は1,051名となり、
前期比32名増加しました。また、4年連続で3%
以上の賃上げを実施するなど、人的資本への投
資を継続しています。階層別研修に人権や環境
等の教養プログラムを追加するなど、研修体系の
再構築にも着手しました。

新人事制度によるリテン
ション・マネジメント

期初より新人事制度を導入し、説明会や動画配信
により、制度の理解を深めました。また、2024
年4月から施行された時間外労働の上限規制に
も全社員が適切に対処しています。結果として、
2025年6月期の離職率は2.3%と低い水準を
維持しています。

より高いレベルの安全文
化の実現

従来管理職向けに実施していた安全文化研修を
当社の若手社員や協力会社幹部にも拡大し、より
一層の安全文化の浸透を図りました。また、安全
管理の効率化や標準化を支援する安全点検アプ
リの開発を進め、複数の現場で試験的に導入しま
した。

DXによる生産性向上と
働き方改革の推進

現場DXでは、施工管理ソフトの活用が若手から
シニアまで浸透し、現場業務の効率化が進みまし
た。基盤DXでは、稟議決裁手続きや経費精算に
おけるITシステムの試験運用を開始するなど、更
なる省力化を推進しています。

24/6期 25/6期 26/6期
予想

27/6期
中計予想

売上高 854.2 907.1 950.0 1,000

営業利益 196.7 207.9 215.0 220

当期純利益 143.2 150.6 153.0 156

ROE 14.2% 14.5% 14.5%
程度

14.5%
程度

24/6期 25/6期 26/6期
予想

27/6期
中計予想

27/6期
中計当初予想

配当性向 50.8% 60.1% 60.1% 60% 50%

総還元性向 75.0% 93.0% 92.5% 90% 80%

自己株式取得
（億円） 35.0 50.0 50.0 50.0

政策保有株式の
削減額（億円） 7 14 16（2年累計）

（億円）

中期経営計画2027

　中期経営計画2027では、「事業性と社会性を追求した企
業価値の向上」を基本方針とし、持続的な利益成長と社会課
題への取り組みを両立します。 全社最適となるリソース配分
により大型工事をさらに取り込み、増収増益トレンドを継続し
ます。また、収益力強化のため新領域ビジネスに挑戦するほ
か、収益源多様化に向けて国内道路分野以外のビジネスにも
取り組みます。
　2025年6月期は、道路分野以外の受注増を達成し、海外
事業については事業拡大に向けた体制および営業活動の強化

を行いました。
　資本政策については、株主還元の充実に加えて、人的資本
への投資継続をはじめ非財務資本の活用を含む財務・非財務
両面の資本政策により、企業価値の更なる向上を目指してい
ます。2024年から1年以上にわたって株価が低迷するなか、
個人株主数が同期間でほぼ2倍に増えたことを受け、当初の
中期経営計画2027で掲げていた配当性向50%、総還元性
向80%の方針を変更し、配当性向60%、総還元性向90%と
しました。

「事業性と社会性を追求した企業価値の向上」

1 大型工事の受注拡大に向けた競争力強化

2 海外事業のビジネスモデル再構築

3 DXによる生産性向上と働き方改革の推進

4 資本コストや株価を意識した経営の実現

5 非財務資本の活用による企業価値の更なる向上

 財務目標

 資本政策

　2027年6月期には売上高1,000億円の達成を目標として
います。営業利益率は人件費の増加などにより、中計策定時
の2024年6月期対比で若干低下するものの、営業利益220
億円、親会社株主に帰属する当期純利益156億円を達成し、
13年連続の増収増益を目指します。

　中期経営計画2027の3年間は配当性向60％とし、自己株
式取得150億円と併せて総還元性向90％とする方針です。
　政策保有株式については、2024年6月期末時価の約3割に
相当する約30億円売却し、純資産に対する比率を低減します。

ショーボンドグループとは 経営戦略 事業戦略 成長を支える基盤 企業情報
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2Q 3Q1Q

18/6期

21/6期

24/6期

25/6期

4Q

（億円）

200

150

100 21/6期18/6期 24/6期 25/6期 26/6期
予想

親会社株主に帰属する
当期純利益

73億円

EPS
135.64円

210.68

273.73
302.69292.03

81 90 113 124 129 143 151 153

21/6期 22/6期 23/6期 24/6期 25/6期

売却額
（億円）

政策保有株式
残高割合※

銘柄数
22 21 19 17 17

6 5 7 14

1.00
0.93

0.86
0.79

0.64

21/6期20/6期19/6期 22/6期 23/6期18/6期 24/6期 25/6期

PBR
2.80倍

ROE
10.2%

2.62

10.6

3.07

11.1

2.74

13.0

3.38

13.4

3.07

13.4

2.91

14.2

2.29

14.5

計127回
25/6期

45%
（57回）

42%
（53回）

13%
（17回）36%

（35回）

45%
（43回）

19%
（18回）39%

（45回）

44%
（50回）

17%
（19回）

計96回
24/6期

計114回
23/6期

国内投資家 海外投資家 証券会社・その他

21/6期18/6期 24/6期 25/6期 26/6期
予想

62.50

（円）
200

150

100

50

0

67.50
79.50

105.50
118.00

127.00
139.00

175.50
182.00

●四半期別工事売上高 ●親会社株主に帰属する当期純利益および1株当たり当期純利益（EPS）

●政策保有株式の売却実績

●ROEおよびPBR ●個別IRミーティングの実績

●1株当たり配当金

18/6期 19/6期 20/6期 21/6期 22/6期 23/6期 24/6期 25/6期 26/6期
予想

1株当たり配当金（円） 62.5 67.5 79.5 105.5 118.0 127.0 139.0 175.5 182.0

配当性向（％） 46.1 45.0 47.5 50.1 51.1 52.1 50.8 60.1 60.1

総還元性向（％） 46.1 45.0 47.5 50.1 75.1 79.1 75.0 93.0 92.5

※21/6期末残高を「1」としたときの割合。時価増減による変動を排除するため、21/6期
末の株価で各期の残高を計算。

※上記の1株当たり当期純利益（EPS）は、2026年１月１日を効力発生日とする株式分割を
反映していません。

※上記の1株当たり年間配当金は、2026年１月１日を効力発生日とする株式分割を反映していません。

財務担当役員メッセージ

中期経営計画2027では、「非財務資本の活用による企業価値の更なる向上」を基本方針の一つとし
ています。会社が永続的に成長し高収益を上げていくために、最も大事なものが人的資本であると考
え、2025年6月期より新人事制度を導入しました。やりがいや成長につながる評価制度の改定や競
争力のある報酬制度に見直すなど、社員のエンゲージメント向上につながる施策に取り組んでいます。
また、資本市場の期待に応えるため、事業収益性（ROE）の向上や株主還元を充実させ資本効率を
改善させるとともに、タイムリーな情報開示によって当社グループの目指す姿やそれに向けた施策
を積極的に株主・投資家の皆様に伝えていくことで資本コストの低減を図ります。

取締役管理部門担当 芦中 道徳

　中期経営計画2027の初年度となる2025年6月期は、売
上高907億円、営業利益208億円、当期純利益151億円と
なり、11期連続の増収増益となりました。
　売上高については、大型工事の端境期となった高速道路会社
の工事売上高は前期比微減となりましたが、期首受注残高の多
かった国・地方自治体の工事売上高が増加したことにより、全
体では前期比増となりました。工事売上高を増やしていくため
には、技術者の稼働率を上げ、年間を通して高い生産性を維持

することが重要です。大型工事に対応した施工体制が整い、
大型工事の施工が順調に進んだことで、すべての四半期にお
いて安定して200億円程度の工事売上高を計上することがで
き、施工能力の高さを示すことができました。 利益について
は、売上高の増加に加え売上総利益率が29.2％と高い水準
を維持できたことから、親会社株主に帰属する当期純利益は
前期比5.2％増、配当原資となるEPS（1株当たり当期純利
益）は自己株式の取得もあり前期比6.7％増となりました。

 業績の振り返り

　当社グループは、株式を保有することが事業の円滑な推進
および取引関係の維持・強化につながり、中長期的な企業価
値向上に資する場合を除き、原則として取引先等の株式を保
有しないこととしています。 政策保有株式につきましては中
期経営計画2027でも削減方針を継続し、最終年度である
2027年6月期までに30億円分を売却することとしています。
　2025年6月期につきましては、前期の倍となる14億円を
売却し8億円の売却益を計上しました。その結果、政策保有
株式の残高は78億円となり、純資産に対する割合も前期比
1.1％減の7.4％となりました。
　2026年6月期も引き続き、政策保有株式の縮減を進め、得
られた資金を有効活用して資本効率の高い経営を推進します。

 政策保有株式

　当初策定した中期経営計画2027では、株主還元方針とし
て配当性向を50％、総還元性向を80％としておりましたが、
長期間にわたり継続保有してくださる株主の皆様をはじめ、新
たな個人株主数も増加していることから、配当性向を大幅に
引き上げることで株主還元を強化することとしました。 各年
度の配当性向を50％から60％に引き上げるとともに、50億
円の自己株式取得を継続することで、総還元性向を80％から
90％に引き上げました。今後も中期経営計画の基本方針の
一つである「資本コストや株価を意識した経営の実現」を実践
していきます。
　配当性向を変更したことで、2025年6月期の1株当たり年
間配当金は175.5円と前期比36.5円の大幅な増配となり、
また、自己株式を50億円取得したことで総還元性向は93％
となりました。

　当社グループの高い収益性（工事粗利率）の源泉は、非財務
資本です。工事売上高が増加しているなか、豊富なノウハウを
活かし利益を生み出すことができる技術者を増やしたことや、メ
ンテナンス工事に特化した多能工を持つ協力会社を開拓・育成
したことにより、引き続き高い収益性（工事粗利率）を維持する
ことができました。加えて、50億円の自己株式を取得したこと
で、2025年6月期のＲＯＥは14.5％と前年を上回る水準を確

　2026年6月期につきましても、1株当たり年間配当金は6.5
円増の182円を見込んでおり、17期連続の増配を目指します。

保しました。
　一方、ＰＢＲを高めるためには、ＲＯＥの向上を図るだけではな
く、資本コストの低減も重要となります。情報開示の充実やＩＲ
活動・ＳＲ活動を積極的に行い、株主・投資家の皆様とのコミュ
ニケーションを通して「経営の可視性」を高めるとともに、メンテ
ナンス工事による環境負荷の抑制効果など「事業の社会性」を
伝えることで、ＰＢＲの更なる向上を目指します。

 株主還元

 資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応

ショーボンドグループとは 経営戦略 事業戦略 成長を支える基盤 企業情報
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21/6期 22/6期 23/6期

1.2
2.2

3.5

24/6期

2.3

25/6期

2.3

2020年度 2021年度 2022年度

79.5
85.9

94.3

2023年度

96.3

2024年度

96.4

21/6期 22/6期 23/6期

0.21
0.67

0.00

24/6期

1.13

25/6期

0.63

Scope1

22/6期 23/6期 24/6期 25/6期

2,667 2,805 2,595

2,571 2,669

5,238
5,474

2,417

5,012

2,879

2,229

5,108

31/6期 目標

3,929

Scope2

営業利益

21/6期 22/6期 23/6期

157
173

181

19.6

21.3 21.6

24/6期

197

23.0

25/6期

208

22.9

営業利益率 親会社株主に帰属する当期純利益

21/6期 22/6期 23/6期

113
124

129

13.0

13.4 13.4

24/6期

143

14.2

25/6期

151

14.5

ROE

純資産

21/6期 22/6期 23/6期

910 942
981

82.8 80.2 80.2

24/6期

1,044

79.2

25/6期

1,064

81.4

自己資本比率
配当額

21/6期 22/6期 23/6期

57 63 67

93

75.1

50.1

79.130

102

35

24/6期

72

75.0

107

35

25/6期

90

93.0

140

50

自社株買い 総還元性向

男性

21/6期 22/6期 23/6期

818 848 861

98

916
103 124

10.7

951

10.8

985

12.6

24/6期

880

139

1,019

13.6

25/6期

900

151

1,051

14.4

女性 女性比率

21/6期 22/6期 23/6期

130.2

134.3 134.5

24/6期

136.8

25/6期

135.3

工事

21/6期 22/6期 23/6期 24/6期

667 879 926

745
78

961
82

1,013
88

25/6期

739

822
83

691

779
89

製品 工事

21/6期 22/6期 24/6期

722 730 767

801
78

812
82

854
88

25/6期

824

907
83

23/6期

751

839
89

製品

（億円） （人/%）

（日）

（％）

（％）

（t-CO2）

（億円/%）

（億円/%） （億円/%）

（億円/%）

（億円）

（キーナテック株式会社、出向者除く）
（自己都合退職のみ）

（日建連ベース）

（休業4日以上）

 受注高  従業員数

 平均年間休日日数

 労働災害の度数率

 離職率

 4週8閉所実施率

 CO2排出量

 営業利益・営業利益率

 純資産・自己資本比率  配当額・自社株買い・総還元性向

 親会社株主に帰属する当期純利益・ROE

 売上高

財務 非財務

財務・非財務ハイライト
ショーボンドグループとは 経営戦略 事業戦略 成長を支える基盤 企業情報
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